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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

　当社は，「東北電力グループ経営ビジョン２０２０～地域と共に～」を策定し，地域と共に成長し，地域に必要不可欠な東北電力グループであり続
けるために，将来の様々な経営環境の変化に能動的に適応し，ステークホルダーとの対話を重ねながら，当社としての独自の価値を地域と共に
創り上げる経営を目指していくこととしています。 
　この方向性のもと，事業運営を適正に遂行していくために，企業倫理・法令遵守の徹底，誠実かつ公正で透明性のある事業運営の推進，内部
統制およびリスクマネジメントの充実など，引き続きコーポレートガバナンスの強化に取組んでいくこととしています。 
　当社は，コーポレートガバナンスの充実が経営上の重要課題の一つであるとの認識に立ち，ステークホルダーの期待に応えていくため，以下の
方針に基づき，経営の機動性，健全性，透明性を高めるなど，持続的な成長と中長期的な企業価値の向上に向けた取組みを進めてまいります。 
 
（１）株主の権利・平等性の確保 
　当社は，株主のみなさまの権利および平等性が実質的に確保されるよう，法令に基づき適切に対処するとともに，少数株主や外国人株主のみ
なさまにも十分に配慮し，その権利を適切に行使することができる環境の整備を進めてまいります。 
 
（２）株主以外のステークホルダーとの適切な協働 
　当社は，東北電力グループの事業活動全てがＣＳＲに関わるという認識のもと，社長執行役員を議長とする「ＣＳＲ推進会議」を設置し，「東北電
力グループＣＳＲ方針」および「東北電力グループ行動指針」を定め，東北電力グループが一体となって，安全の確保，環境への配慮，企業倫理・
法令遵守を基盤に，ＣＳＲを推進しています。 
　また，ＣＳＲの取り組みについては，ステークホルダーに対して幅広く情報発信するとともに，経営陣による第一線事業所との対話等により，ス
テークホルダーとの協働の重要性について全社員に，より浸透するよう努めてまいります。 
 
（３）適切な情報開示と透明性の確保 
　当社は，法令に基づく情報の開示を適切に行うとともに，株主・投資家のみなさまをはじめとするステークホルダーが必要とする情報について，
代表取締役による会見や，必要に応じて開催する説明会の実施に加え，当社ホームページや各種媒体等を通じて，積極的に開示しております。
引き続き，関係室部が連携し，正確で有用性の高い情報の適時適切な開示に努めてまいります。 
 
（４）取締役会等の責務 
　当社は，監査役会設置会社であり，取締役会と監査役・監査役会が相互に連携を図りながら，会社の持続的成長と中長期的な企業価値向上を
目指していくこととしております。 
　取締役会は，株主のみなさまに対する受託者責任・説明責任を踏まえ，経営ビジョンや中期経営方針などの経営に関する重要な計画をはじめ，
当社の業務執行の重要事項を決定するとともに，取締役の職務の執行について相互に監督してまいります。また，内部統制システムを整備し，適
正に運用することにより，意思決定の合理性と業務の適正性を確保してまいります。 
　また，監査役および監査役会は，実効的なコーポレートガバナンスの継続的向上に資するため，独立した客観的立場において取締役の職務の
執行を監査するとともに，監査役は取締役会をはじめとする重要な会議に出席し，必要に応じて意見を述べるなどして，経営監視機能を適切に果
たしてまいります。 
 
（５）株主との対話 
　当社は，持続的な成長と中長期的な企業価値の向上を図るため，株主総会以外の場においても，株主のみなさまとの対話の場を設け，取締
役・経営陣幹部は，当社を取り巻く経営環境における，当社の取組みに対する理解が得られるよう，経営方針等を分かりやすく説明するよう努め
るとともに，株主のみなさまの声に真摯に耳を傾け，関心・懸念に適切に応えてまいります。 

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

======================================================================================================================== 
○【補充原則１－１－１　反対票の原因分析】について，平成２７年１２月８日開示の報告書では，取締役会としての分析が未実施のため，その旨
を開示しておりましたが，平成２８年２月の取締役会で議決権行使の分析結果を報告し，株主との対応の要否についての検討を行いました。今後



も同様の取り組みを継続することとしておりますので，平成２８年３月８日開示の報告書において，本欄から削除しました。 
○【原則１－４　いわゆる政策保有株式】について，平成２７年１２月８日開示の報告書では，主要な政策保有株式に関する取締役会での検証が
未実施のため，その旨を開示しておりましたが，平成２８年２月の取締役会で，そのリターンとリスクなどを踏まえた中長期的な経済合理性や将来
の見通しを検証いたしました。今後も同様の取り組みを継続することとしておりますので，平成２８年３月８日開示の報告書において，本欄から削
除しました。 
○【補充原則１－２－４　議決権電子行使プラットフォームの利用・招集通知の英訳】について，平成２７年１２月８日開示の報告書では，招集通知
の英訳が未実施のため，その旨を開示しておりましたが，第９２回（平成２８年）定時株主総会より，議決権電子行使プラットフォームに狭義の招集
通知と株主総会参考書類の英文を掲載いたしました。今後も英訳の実施を継続することとしておりますので，平成２８年７月６日開示の報告書に
おいて，本欄から削除しました。 
○【原則４－８　独立社外取締役の有効な活用】について，平成２７年１２月８日開示の報告書では，独立社外取締役の複数選任が未実施のた
め，その旨を開示しておりましたが，第９２回（平成２８年）定時株主総会において，独立社外取締役を２名選任いたしましたので，平成２８年７月６
日開示の本報告書において，本欄から削除しました。 
======================================================================================================================== 
 
当社は，コーポレートガバナンス・コードの各原則について，すべて実施しております。 

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

======================================================================================================================== 
■平成３０年４月１７日更新内容 
○【原則３－１　情報開示の充実】「（５）「経営陣幹部の選任と取締役・監査役候補の指名を行う際の，個々の選任・指名についての説明」の末尾
に掲載している役員の一覧を，平成３０年４月１日付の一覧に更新いたしました。 
○【補充原則４－１－１　経営陣に対する委任の範囲】の記載内容を更新いたしました。 
■平成２９年７月５日更新内容 
○【原則３－１　情報開示の充実】「（５）経営陣幹部の選任と取締役・監査役候補の指名を行う際の，個々の選任・指名についての説明」の取締
役・監査役の個々の選任理由を更新しました。 
○【補充原則４－１－１　経営陣に対する委任の範囲】および【補充原則４－１１－１　取締役会全体のバランス，多様性および規模に関する考え
方】に記載している取締役の人数を更新しました。 
○【補充原則４－１１－２　役員が他の上場会社の役員を兼任する場合における兼任状況】の記載内容を更新しました。 
○【補充原則４－１１－３　取締役会全体の実効性の分析・評価】の記載内容を更新しました。 
■平成２９年２月９日更新内容 
○【原則３－１　情報開示の充実】「（１）会社の目指すところ（経営理念等）や経営戦略，経営計画」の記載内容を更新しました。 
○【原則３－１　情報開示の充実】「（３）取締役・監査役の報酬を決定するに当たっての方針と手続」および「（４）取締役会が経営陣幹部の選任と
取締役・監査役候補の指名を行うに当たっての方針と手続」を，「指名・報酬諮問委員会」の設置を踏まえ，記載内容を更新しました。 
======================================================================================================================== 
 
【原則１－４　いわゆる政策保有株式】 
　当社は，いわゆる政策保有株式として上場株式を保有する場合には，「電気事業の円滑かつ効率的な運営に資するもの」，「地域振興を通じて
当社の事業発展に資するもの」，「お客さまサービスの向上や電力の有効利用による需要の増大，さらには将来の事業発展に結びつくノウハウの
蓄積に繋がるもの」等の目的に合致し，かつ，事業内容，収支見通し，資金計画，設備計画等の事業計画が妥当であるか等の基準に基づき，総
合的に判断しております。 
　主要な政策保有株式については，取締役会において，そのリターンとリスクなどを踏まえた中長期的な経済合理性や将来の見通しを検証してお
ります。 
　また，政策保有株式の議決権行使については，投資先企業において当該企業の発展と株主の利益を重視した経営が行われているか，反社会
的行為を行っていないか等に着目し，議案ごとに確認を行っております。加えて，株主還元，授権資本の拡大，買収防衛策，事業再編等について
は必要に応じて個別に精査したうえで，議案への賛否を判断しております。 
　 
【原則１－７　関連当事者間の取引】 
　取締役の利益相反取引については，事前に取締役会にて取引の承認（決議）を得るとともに，取引終了後，取締役会に取引の実績を報告してお
ります。 
　また，当社では，法令・社会規範の遵守等について「調達基本方針」を定めて当社ホームページに開示しており，取引先が関連当事者である場
合にも，同様の考えで取引を行っております。 
　なお，電力需給契約は，適正取引ガイドラインや開示している各約款，電気供給条件に基づき適切に対応しております。 
「調達基本方針」（http://www.tohoku-epco.co.jp/partne/sizai/chota_2.html） 
　 
【原則３－１　情報開示の充実】 
（１）会社の目指すところ（経営理念等）や経営戦略，経営計画 
　当社は，創業以来，「東北の繁栄なくして当社の発展なし」との基本的な考え方のもと，地域と共に成長を果たしてきました。「東北電力グループ
経営ビジョン２０２０～地域と共に～」では，「地域社会との共栄」，「創造的経営の推進」を経営理念に掲げ，事業活動を展開しております。 
　同ビジョンの理念等は継承しつつ，激変する事業環境の中で，当社は，コーポレートスローガン「より、そう、ちから。」を実現し，お客さまや地域
社会の期待に応えつつ，当社企業グループが地域とともに持続的に成長していくため，平成２９年１月に「東北電力グループ中期経営方針（２０１



７～２０２０年度）」を策定しました。 
　本方針では，２０１７～２０２０年度を「成長に向けた変革期」と位置づけ，東北６県および新潟県における電気事業を柱としつつ，将来的に成長
が見込まれ，企業グループの経営資源を活かすことのできる「東北・新潟域外での電力販売を含む電気事業」，「海外事業」，「ガス事業」につい
て，定量目標を設定しました。 
　当社企業グループは，本方針における「変化をチャンスに　さらなる成長へ挑戦する　東北電力グループ」の基本姿勢を踏まえ，「１．お客さま・地
域社会の声にお応えする」，「２．成長に向けた新たな事業機会を追求する」，「３．変革実現により強固な経営基盤を確立する」の３つの力点のも
と，各施策展開を加速し，「２０２０年度までに自己資本比率（連結決算ベース）２５％以上（将来的には３０％を目指す）」という財務目標の確実な
達成とともに，将来の成長に向けた事業展開や投資を通じて，一層の企業価値の向上に努めてまいります。 
「東北電力グループ経営ビジョン ２０２０～地域と共に～」（http://www.tohoku-epco.co.jp/comp/keiei/vision.html） 
「東北電力グループ中期経営方針（２０１７～２０２０年度）」（http://www.tohoku-epco.co.jp/comp/keiei/keikaku/index.html） 
 
（２）本コードのそれぞれの原則を踏まえた，コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針 
　本報告書の「１．１．基本的な考え方」に記載しておりますので，ご参照ください。 
 
（３）取締役・監査役の報酬を決定するに当たっての方針と手続 
　取締役の報酬を決定するに当たっての方針および手続は以下のとおりとしています。 
 
○方針 
　取締役の報酬は，「月額報酬」，「株式報酬型ストックオプションとしての報酬」および「賞与」で構成し，以下の方針により決定する。 
・月額報酬は，株主総会において承認された総額の範囲内で，業績や経営環境等を勘案した適切な水準とする。 
・株式報酬型ストックオプションとしての報酬（社外取締役を除く）は，株主総会において承認された総額の範囲内で，報酬と当社株価との連動性
を高め，株価上昇によるメリットのみならず下落によるリスクについても株主のみなさまと共有することで，取締役の中長期的な業績向上と企業価
値向上に対する貢献意欲をより高めることを目的とした中長期インセンティブ報酬として，各人に新株予約権を割り当てる。 
・賞与は，業績や経営環境等を勘案し，支給の是非および支給水準を決定する。 
・各人への配分は，役職ごとの役割の大きさ，各人の事務委嘱や職務の内容および責任範囲に応じて決定する。 
 
［株主総会において承認された月額報酬および株式報酬型ストックオプションとしての報酬の総額］ 
月額報酬：５,５００万円以内（使用人兼務取締役の使用人分給与は含まない。） 
株式報酬型ストックオプションとしての報酬：１事業年度当たり１億８,０００万円以内 
（いずれも平成２２年６月２９日開催の第８６回定時株主総会決議） 
 
○手続 
　代表取締役は，上記の方針等を踏まえ，より客観性・透明性を確保する観点から，指名・報酬諮問委員会に取締役の報酬に関する事項を提案
し，当該委員会での審議を経て，取締役会の決議により各人の支給額等を決定する。 
　なお，賞与を支給する場合は，その総額を株主総会に付議し，決議を得たうえで，取締役会の決議により各人の支給額を決定する。 
　 
　監査役の報酬を決定するに当たっての方針および手続は以下のとおりとしています。 
　監査役の報酬は，「月額報酬」のみで構成し，その額は平成１９年６月２８日開催の第８３回定時株主総会での決議により，月額１,２００万円以内
と定められている。各人の支給額は，株主総会で決議された総額の範囲内で，監査役の協議により決定する。　　　　 
 
（４）取締役会が経営陣幹部の選任と取締役・監査役候補の指名を行うに当たっての方針と手続 
　当社は，地域と共に成長し，地域に必要不可欠な東北電力グループであり続けるために，将来の様々な経営環境の変化に能動的に適応し，ス
テークホルダーとの対話を重ねながら，当社としての独自の価値を地域と共に創り上げる経営を目指していくこととしています。この方向性のもと
で事業運営を適正に遂行していくため，取締役候補および監査役候補の指名を行うに当たっての方針と手続を以下のとおりとしています。 
 
○方針 
　取締役候補者および監査役候補者は，以下の方針により選定する。 
・取締役会は，電気事業を営む会社に求められる実効性ある経営体制を構築することおよび実質的な議論を確保するために必要かつ適切な人
数で構成することを基本とし，その員数は定款に定める１８名以内の適切な人数とする。 
・社内取締役候補者は，専門性が高く幅広い業務領域を有するという電気事業の特性等を踏まえ，技術的な専門性や現場での経験を踏まえた実
務能力等のほか，候補者の専門分野等のバランスを考慮して，各分野に精通した者の中から選定する。 
・社外取締役候補者は，企業経営などに基づく実践的な経験と社会・経済動向等に関する高い識見を基に，取締役会での適切な意思決定および
経営監督の実現を図ることができるかどうかを重視して選定する。 
・監査役候補者は，経験や識見を活かし監査役としての職務を適正に遂行できるかどうか，また取締役の職務執行の監査のほか当社経営に有益
な意見または助言を行うことができるかどうかを重視して選定する。このほか，社外監査役候補者は，客観的かつ中立的な監査ができるかどうか
も重視して選定する。 
・社外取締役候補者および社外監査役候補者は，当社が定める「社外役員の独立性判断基準」（本報告書の【原則４－９　社外役員の独立性判
断基準および資質】に記載しておりますので，ご参照ください）に照らし，独立性の有無を判断する。 
 
○手続 
　代表取締役は，上記の方針等を踏まえ，より客観性・透明性を確保する観点から，指名・報酬諮問委員会に取締役候補者および監査役候補者
を提案し，当該委員会での審議を経て，取締役会の決議により各候補者を決定する。 



　なお，監査役候補者は，取締役会付議の前に，監査役会の同意を得る。 
 
（５）経営陣幹部の選任と取締役・監査役候補の指名を行う際の，個々の選任・指名についての説明 
［取締役の選任理由］ 
○海輪誠（再任） 
　入社以来，企画部門を中心とした業務経験を有し，取締役企画部長や上席執行役員新潟支店長を務めるなど，業務全般に精通しております。
平成２１年６月から副社長を，平成２２年６月から社長を，また平成２７年６月から会長を務め，当社における豊富な業務経験と電気事業の経営全
般に関する知見を有していることから，引き続き取締役に選任しております。 
○原田宏哉（再任） 
　入社以来，広報部門や企画部門を中心とした業務経験を有し，取締役企画部長や上席執行役員東京支社長を務めるなど，業務全般に精通し
ております。平成２６年６月から副社長を，平成２７年６月から社長を務め，当社における豊富な業務経験と電気事業の経営全般に関する知見を
有していることから，引き続き取締役に選任しております。 
○坂本光弘（再任） 
　入社以来，人財部門や総務部門を中心とした業務経験を有し，取締役総務部長や上席執行役員新潟支店長を務めるなど，業務全般に精通し
ております。平成２７年６月から副社長を務め，当社における豊富な業務経験と電気事業の経営全般に関する知見を有していることから，引き続き
取締役に選任しております。 
○渡部孝男（再任） 
　入社以来，原子力部門を中心とした業務経験を有し，上席執行役員女川原子力発電所長や取締役原子力部長を務めるなど，業務全般に精通
しております。平成２５年６月から常務取締役を，平成２７年６月から副社長を務め，当社における豊富な業務経験と電気事業の経営全般に関す
る知見を有していることから，引き続き取締役に選任しております。 
○岡信愼一（再任） 
　入社以来，企画部門を中心とした業務経験を有し，グループ事業推進部長や執行役員企画部長を務めるなど，業務全般に精通しております。
平成２５年６月から常務取締役を，平成２７年６月から副社長を務め，当社における豊富な業務経験と電気事業の経営全般に関する知見を有して
いることから，引き続き取締役に選任しております。 
○田苗博（再任）　 
　入社以来，電力ネットワーク（発変電）部門を中心とした業務経験を有し，執行役員電力システム部長や執行役員福島支店長を務めるなど，業
務全般に精通しております。平成２７年６月から常務取締役を務め，当社における豊富な業務経験と電気事業の経営全般に関する知見を有して
いることから，引き続き取締役に選任しております。 
○長谷川登（再任） 
　入社以来，広報部門を中心とした業務経験を有し，執行役員東京支社長や取締役広報・地域交流部長を務めるなど，業務全般に精通しており
ます。平成２５年６月から常務取締役を務め，当社における豊富な業務経験と電気事業の経営全般に関する知見を有していることから，引き続き
取締役に選任しております。 
○山本俊二（再任） 
　入社以来，経理部門を中心とした業務経験を有し，執行役員経理部長や執行役員山形支店長を務めるなど，業務全般に精通しております。平
成２５年６月から常務取締役を務め，当社における豊富な業務経験と電気事業の経営全般に関する知見を有していることから，引き続き取締役に
選任しております。 
○三浦直人（再任） 
　入社以来，電力ネットワーク（配電）部門を中心とした業務経験を有し，総合研修センター所長や執行役員配電部長を務めるなど，業務全般に精
通しております。平成２７年６月から常務取締役を務め，当社における豊富な業務経験と電気事業の経営全般に関する知見を有していることか
ら，引き続き取締役に選任しております。 
○中野春之（再任） 
　入社以来，電力ネットワーク（給電）部門を中心とした業務経験を有し，執行役員電力システム部長を務めるなど，業務全般に精通しております。
平成２７年６月から常務取締役を務め，当社における豊富な業務経験と電気事業の経営全般に関する知見を有していることから，引き続き取締役
に選任しております。 
○増子次郎（再任） 
　入社以来，原子力部門を中心とした業務経験を有し，執行役員青森支店長や執行役員原子力部長を務めるなど，業務全般に精通しておりま
す。平成２７年６月から常務取締役を務め，当社における豊富な業務経験と電気事業の経営全般に関する知見を有していることから，引き続き取
締役に選任しております。 
○樋口康二郎（再任） 
　入社以来，火力部門を中心とした業務経験を有し，原町火力発電所長や執行役員火力部長を務めるなど，業務全般に精通しております。平成２
８年６月から常務取締役を務め，当社における豊富な業務経験と電気事業の経営全般に関する知見を有していることから，引き続き取締役に選
任しております。 
○阿部俊徳（新任） 
　入社以来，人財部門を中心とした業務経験を有し，人財部長や執行役員東京支社長を務めるなど，業務全般に精通しております。当社における
豊富な業務経験と電気事業の経営全般に関する知見を有していることから，平成２９年６月に取締役に選任しております。 
○清野智（再任） 
　清野氏は，東日本旅客鉄道株式会社の取締役会長であり，公益事業の経営に携わってきた経験を有し，これまでの経歴や実績等から，豊富な
経験や卓越した識見を当社経営に活かしていただけるものとして引き続き社外取締役に選任しております。 
　また，当社と同氏との間には一般株主と利益相反が生じるような重要な兼職を含む取引その他の関係はなく，一般株主と利益相反が生じるおそ
れのない社外取締役であること，また，当社における社外役員の独立性判断基準を満たしていることから，独立役員に指定しております。 
○近藤史朗（再任） 
　近藤氏は，株式会社リコーの取締役会長であり，光学機器や事務用機器等を製造する企業の経営に携わってきた経験を有し，これまでの経歴



や実績等から，豊富な経験や卓越した識見を当社経営に活かしていただけるものとして引き続き社外取締役に選任しております。 
　また，当社と同氏との間には一般株主と利益相反が生じるような重要な兼職を含む取引その他の関係はなく，一般株主と利益相反が生じるおそ
れのない社外取締役であること，また，当社における社外役員の独立性判断基準を満たしていることから，独立役員に指定しております。 
 
［監査役の選任理由］ 
○加藤公樹 
　入社以来，企画部門を中心とした業務経験を有し，執行役員青森支店長や取締役企画部長を務めるなど，業務全般に精通しております。平成２
４年６月に監査役に就任し，当社における豊富な業務経験と電気事業の経営全般・監査全般に関する知見を有していることから，第９１回（平成２
７年）定時株主総会において引き続き監査役に選任しております。 
○佐々木隆志 
　入社以来，資材部門，燃料部門および考査部門を中心とした業務経験を有し，資材部長や執行役員燃料部長を務めるなど，業務全般に精通し
ております。平成２７年６月から常務取締役を務め，当社における豊富な業務経験と電気事業の経営全般に関する知見を有していることから，監
査役としての職務を適正に遂行いただけるものとして，第９２回(平成２８年)定時株主総会において監査役に選任しております。 
○藤原作弥 
　藤原氏は，日本銀行副総裁としてわが国の金融政策に携わった経験があり，財務および会計に関する相当程度の知見を有しているほか，これ
までの経歴や実績等から，豊富な経験や卓越した識見をもって，客観的・中立的な監査にあたっていただけるものとして，第９１回（平成２７年）定
時株主総会において引き続き社外監査役に選任しております。 
　また，当社と同氏との間には一般株主と利益相反が生じるような重要な兼職を含む取引その他の関係はなく，一般株主と利益相反が生じるおそ
れのない社外監査役であること，また，当社における社外役員の独立性判断基準を満たしていることから，独立役員に指定しております。 
○宇野郁夫 
　宇野氏は，長年にわたり日本生命保険相互会社の経営に携わってきた経験を有し，これまでの経歴や実績等から，豊富な経験や卓越した識見
をもって，客観的・中立的な監査にあたっていただけるものとして，第９１回（平成２７年）定時株主総会において引き続き社外監査役に選任してお
ります。 
　また，当社と同氏との間には一般株主と利益相反が生じるような重要な兼職を含む取引その他の関係はなく，一般株主と利益相反が生じるおそ
れのない社外監査役であること，また，当社における社外役員の独立性判断基準を満たしていることから，独立役員に指定しております。 
○馬場千晴 
　馬場氏は，みずほ信託銀行株式会社の代表取締役副社長などを歴任し，財務および会計に関する相当程度の知見を有しているほか，これまで
の経歴や実績等から，豊富な経験や卓越した識見をもって，客観的・中立的な監査にあたっていただけるものとして，第９１回（平成２７年）定時株
主総会において社外監査役に選任しております。 
　また，当社と同氏との間には一般株主と利益相反が生じるような重要な兼職を含む取引その他の関係はなく，一般株主と利益相反が生じるおそ
れのない社外監査役であること，また，当社における社外役員の独立性判断基準を満たしていることから，独立役員に指定しております。 
 
　なお，役員の一覧（平成３０年４月１日付）は当社ホームページに掲載しております。 
　「役員人事」（http://www.tohoku-epco.co.jp/news/pdf/__icsFiles/afieldfile/2018/03/14/1196638_1.pdf） 
 
【補充原則４－１－１　経営陣に対する委任の範囲】 
　取締役会は社外取締役２名を含む１５名で構成され，原則として毎月１回開催し，経営に関する重要な計画をはじめ，当社の業務執行の重要事
項を決定するとともに，取締役からの業務執行状況の報告および取締役の職務の執行について相互に監督しております。 
　取締役会に付議すべき事案については，会社法等の法令，定款および取締役会規程のほか，経営会議の審議等に基づき判断しております。取
締役会において決議すべき事項以外の意思決定については，社長執行役員その他の業務執行者に委任しております。 
 
【原則４－９　社外役員の独立性判断基準および資質】 
　当社は，社外役員の独立性について，当社が上場する金融商品取引所の定める独立性の基準に準拠し，以下の要件により独立性を判断して
おります。 
　社外取締役の選任に当たっては，当社の経営理念や社会的な責務を理解するとともに，社外取締役としての役割・責務を十分認識し，企業経営
などに基づく実践的な経験と社会・経済動向等に関する高い識見を基に，取締役会での適切な意思決定および経営監督の実現を図れるかどうか
を重視しております。また，社外監査役の選任に当たっては社外監査役としての役割・責務を十分認識し，豊富な経験や卓越した識見をもって客
観的・中立的な監査を実施できるかどうかを重視しております。 
 
［当社における社外役員の独立性判断要件］ 
　当社は，原則として，以下のいずれの要件にも該当しない者を独立役員としております。 
（１）当社を主要な取引先とする者またはその業務執行者 
（２）当社の主要な取引先またはその業務執行者 
（３）当社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント，会計専門家または法律専門家（当該財産を得ているものが法
人，組合等の団体である場合は，当該団体に所属する者をいう。） 
（４）最近において，（１）から（３）までのいずれかに該当していた者 
（５）次のａからｄまでのいずれかに該当する者（重要でない者を除く。）の近親者 
　ａ．上記（１）から（４）までのいずれかに該当する者 
　ｂ．当社の子会社の業務執行者 
　ｃ．当社の子会社の業務執行者でない取締役 
　ｄ．最近において上記ｂ，ｃまたは当社の業務執行者（社外監査役を独立役員として指定する場合にあっては，業務執行者でない取締役を含
む。）に該当していた者 



 
【補充原則４－１１－１　取締役会全体のバランス，多様性および規模に関する考え方】 
　当社は，電気事業を営む会社に求められる実効性ある経営体制を構築することおよび取締役会における実質的な議論を確保するために必要
かつ適切な人数で取締役会を構成することを基本としており，取締役の員数は定款において１８名以内とする旨を定めております。 
　また，ライフラインである電力を扱う企業として，専門性が高く幅広い業務領域を有するという電気事業の特性等を踏まえ，技術的な専門性や現
場での経験を踏まえた実務能力等も考慮して，専門知識や経験等が異なりかつ各分野に精通した取締役と，企業経営などに基づく実践的な経験
と社会・経済動向等に関する高い識見を基に，取締役会での適切な意思決定および経営監督の実現を図ることができる独立社外取締役で取締
役会を構成することで，取締役会全体として知識，経験，能力のバランスおよび多様性を確保するとともに，効率的な事業遂行と適切な経営管理
に努めております。 
　このような考えのもと，現在は，電気事業や当社の各分野の業務に精通した社内取締役１３名と豊富な経験と卓越した識見を有する社外取締役
２名の計１５名で取締役会を構成しております。 
 
【補充原則４－１１－２　役員が他の上場会社の役員を兼任する場合における兼任状況】 
　取締役および監査役の重要な兼職の状況については，「定時株主総会招集ご通知」の事業報告（毎年），取締役および監査役の選任議案（選任
の都度），ならびに有価証券報告書に記載しており，平成２９年６月２８日開催の定時株主総会の招集通知では５頁から１３頁，４３頁，４５頁に，平
成２８年度有価証券報告書では，４９頁から５０頁に記載しております。なお，監査役宇野郁夫は，平成２９年６月２９日に株式会社三井住友フィナ
ンシャルグループの社外監査役を退任しており，監査役馬場千晴は，平成２９年６月２２日に，株式会社埼玉りそな銀行の社外取締役を退任し，
平成２９年６月２３日に株式会社りそなホールディングスの社外取締役に就任しております。 
 
【補充原則４－１１－３　取締役会全体の実効性の分析・評価】 
　当社は，取締役会の実効性に関し，年１回，取締役および監査役を対象としたアンケートを実施し，その結果について取締役会に報告しておりま
す。取締役会では，アンケート結果に基づき，現状認識や改善に向けた意見等を共有のうえ，取締役会全体の実効性を評価するとともに，さらな
る実効性向上に向けた取組み事項等について確認することとしております。 
　平成２９年３月に開催した取締役会においてアンケート結果を審議した結果，「取締役会全体の実効性は概ね確保されているが，今後もさらなる
実効性向上に向けて，より一層の改善に継続して取り組んでいく必要がある」と評価いたしました。 
　なお，アンケートでは，当社を取り巻く経営環境等を考慮したうえで，様々な観点から意見・要望等がありましたので，取締役会での審議を踏ま
え，分かりやすさを意識した取締役会資料および事前説明における工夫などに取り組むことにより，さらなる実効性向上に努めてまいります。 
 
【補充原則４－１４－２　取締役・監査役のトレーニングの方針】 
　当社は，コーポレートガバナンスや企業倫理・法令遵守など，取締役および監査役がその役割を果たすために必要な知識や情報を収集・提供
し，取締役および監査役の職務執行を支援しております。 
　また，社外取締役および社外監査役に対しては，取締役会での審議の充実を図るため，取締役会資料の事前配付および説明，関連する情報の
提供等を行うほか，就任時における当社事業等の説明，当社事業所の視察や代表取締役との対話・懇談など，当社の業務内容を理解するため
の機会を継続的に提供しており，今後もこうした取組みを継続してまいります。 
　新任の社内取締役および社内監査役に対しては，会社法や企業会計等に係る取締役または監査役の役割・責務などに関する研修等の機会を
提供し，その費用は会社負担としております。 
 
【原則５－１　株主との建設的な対話に関する方針】 
　当社は，持続的な成長と中長期的な企業価値の向上に資するため，株主総会以外の場においても，対話の場を設け，株主のみなさまの関心・
懸念に応えるとともに，経営陣幹部・取締役は，こうした対話の中で，当社を取り巻く経営環境を踏まえた，当社の取組みに対する理解が得られる
よう，経営方針を分かりやすく説明するよう努めてまいります。 
　また，当社は以下の取組みを進めており，引き続き，株主のみなさまとの建設的な対話の促進に努めております。 
（１）株主・投資家のみなさまとの対話全般について統括を行う，ＩＲ担当役員を指定しております。 
（２）ＩＲ担当役員のほか，社内のＩＲ，経営企画，総務，財務，経理，法務部門等が参加する「ＩＲ推進委員会」を開催し各部門の有機的な連携を
図っております。 
（３）株主懇談会や決算説明会を開催し，個別面談以外の対話の充実に努めております。 
（４）株主のみなさまとの対話や株主懇談会実施後に，役員に対して情報提供を行うなど，情報の共有化に努めております。 
（５）「内部者取引管理基準」を定め，役員・執行役員・従業員等に対して重要事実の管理を徹底するよう求めております。 

２．資本構成

外国人株式保有比率 20%以上30%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 22,974,010 4.57

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 19,587,300 3.90

日本生命保険相互会社 17,158,909 3.41



東北電力従業員持株会 13,801,044 2.74

株式会社みずほ銀行 13,288,223 2.64

高知信用金庫 11,786,700 2.34

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口５） 9,178,500 1.83

STATE　STREET　BANK　WEST　CLIENT　－　TREATY　505234 6,831,864 1.36

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口１） 6,747,700 1.34

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口２） 6,746,700 1.34

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

――― 

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 第一部

決算期 3 月

業種 電気・ガス業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

1000人以上

直前事業年度における（連結）売上高 1兆円以上

直前事業年度末における連結子会社数 10社以上50社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

――― 

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

――― 



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 18 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 会長（社長を兼任している場合を除く）

取締役の人数 15 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 2 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

清野　智 他の会社の出身者 ○

近藤　史朗 他の会社の出身者 ○

※　会社との関係についての選択項目 
※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」 
※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
独立 
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

清野　智 ○ 「h.上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれ
にも該当しないもの）の業務執行者（本人

清野氏は，東日本旅客鉄道株式会社の取締
役会長であり，公益事業の経営に携わってき



のみ）」 
 
清野氏は，東日本旅客鉄道株式会社の
取締役会長であり，当社は同社との間に
電力供給の取引等があります。

た経験を有し，これまでの経歴や実績等から，
豊富な経験や卓越した識見を当社経営に活か
していただけるものとして社外取締役として選
任しております。 
また，当社と同氏との間には，一般株主と利益
相反が生じるような重要な兼職を含む取引そ
の他の関係はなく，一般株主と利益相反が生
じるおそれのない社外取締役であること，ま
た，当社における社外役員の独立性判断基準
を満たしていることから，独立役員に指定して
おります。

近藤　史朗 ○

「ｈ．上場会社の取引先（ｄ，ｅ及びｆのいず
れにも該当しないもの）の業務執行者（本
人のみ）」 
 
近藤氏は，株式会社リコーの取締役会長
であり，当社は同社との間に電力供給の
取引があります。

近藤氏は，株式会社リコーの取締役会長であ
り，光学機器や事務用機器等を製造する企業
の経営に携わってきた経験を有し，これまでの
経歴や実績等から，豊富な経験や卓越した識
見を当社経営に活かしていただけるものとして
社外取締役に選任しております。 
また，当社と同氏との間には一般株主と利益
相反が生じるような重要な兼職を含む取引そ
の他の関係はなく，一般株主と利益相反が生
じるおそれのない社外取締役であること，ま
た，当社における社外役員の独立性判断基準
を満たしていることから，独立役員に指定して
おります。

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

あり

任意の委員会の設置状況、委員構成、委員長（議長）の属性

委員会の名称 全委員（名）
常勤委員

（名）
社内取締役

（名）
社外取締役

（名）
社外有識者

（名）
その他（名） 委員長（議長）

指名委員会に相当
する任意の委員会

指名・報酬諮問委員
会

4 0 2 2 0 0 社内取締役

報酬委員会に相当
する任意の委員会

指名・報酬諮問委員
会

4 0 2 2 0 0 社内取締役

補足説明

取締役会の諮問機関として，社内取締役２名（代表取締役会長，代表取締役社長）および独立社外取締役２名で構成する「指名・報酬諮問委員
会」を設置しております。 

【監査役関係】

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 5 名

監査役の人数 5 名

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況



監査役は，会計監査人，内部監査部門から監査計画や監査結果の聴取を行う他，定期的に意見交換の機会を設ける等，随時連携を図ってい 
ます。 

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 3 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

3 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

藤原　作弥 他の会社の出身者

宇野　郁夫 他の会社の出身者 △

馬場　千晴 他の会社の出身者 △

※　会社との関係についての選択項目 
※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」 
※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

会社との関係(2)

氏名
独立 
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

藤原　作弥 ○ ―――

藤原氏は，日本銀行副総裁としてわが国の金
融政策に携わった経験があり，財務および会
計に関する相当程度の知見を有しているほ
か，これまでの経歴や実績等から，豊富な経験
や卓越した識見をもって，客観的・中立的な監
査にあたっていただけるものとして社外監査役
に選任しております。 
また，当社と同氏との間には，一般株主と利益
相反が生じるような重要な兼職を含む取引そ
の他の関係はなく，一般株主と利益相反が生
じるおそれのない社外監査役であること，ま
た，当社における社外役員の独立性判断基準
を満たしていることから，独立役員に指定して
おります。



宇野　郁夫 ○ 「j.上場会社の取引先（f、g及びhのいずれ
にも該当しないもの）の業務執行者（本人
のみ）」 
 
宇野氏は，日本生命保険相互会社の前 
取締役会長であり，当社は同社との間に 
資金借入の取引等があります。 

宇野氏は，長年にわたり日本生命保険相互会
社の経営に携わってきた経験を有し，これまで
の経歴や実績等から，豊富な経験や卓越した
識見をもって，客観的・中立的な監査にあたっ
ていただけるものとして社外監査役に選任して
おります。 
また，当社と同氏との間には，一般株主と利益
相反が生じるような重要な兼職を含む取引そ
の他の関係はなく，一般株主と利益相反が生
じるおそれのない社外監査役であること，ま
た，当社における社外役員の独立性判断基準
を満たしていることから，独立役員に指定して
おります。

馬場　千晴 ○

「j.上場会社の取引先（f、g及びhのいずれ
にも該当しないもの）の業務執行者（本人
のみ）」 
 
馬場氏は，みずほ信託銀行株式会社の
元代表取締役副社長でありますが，退任
してから約１０年が経過しております。当
社は同社との間に資金借入の取引等が
あります。

馬場氏は，みずほ信託銀行株式会社の代表取
締役副社長などを歴任し，財務および会計に
関する相当程度の知見を有しているほか，これ
までの経歴や実績等から，豊富な経験や卓越
した識見をもって，客観的・中立的な監査にあ
たっていただけるものとして社外監査役に選任
しております。 
また，当社と同氏との間には，一般株主と利益
相反が生じるような重要な兼職を含む取引そ
の他の関係はなく，一般株主と利益相反が生
じるおそれのない社外監査役であること，ま
た，当社における社外役員の独立性判断基準
を満たしていることから，独立役員に指定して
おります。

【独立役員関係】

独立役員の人数 5 名

その他独立役員に関する事項

当社は，独立役員の資格を充たす社外取締役および社外監査役を全て独立役員に指定しています。 

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

ストックオプション制度の導入

該当項目に関する補足説明

取締役および執行役員の報酬と当社株価との連動性を高め，株価上昇によるメリットのみならず下落によるリスクについても株主のみなさまと共
有することで，取締役および執行役員の中長期的な業績向上と企業価値向上に対する貢献意欲をより高めることを目的として，株式報酬型ストッ
クオプション制度を導入しています。 

ストックオプションの付与対象者 社内取締役、その他

該当項目に関する補足説明

社内取締役および執行役員を付与対象者としております。 



【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

取締役に対して支払った報酬額および賞与金をそれぞれ総額で開示しています。 

報酬の額又はその算定方法の決定方
針の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

本報告書の「１．１．基本的な考え方」－【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】－【原則３－１　情報開示の充実】－「（３）取締役
会が取締役・監査役の報酬を決定するに当たっての方針と手続」に記載しておりますので，ご参照ください。 

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

・当社では，社外取締役に対しては秘書室が，また社外監査役に対しては監査役室が，それぞれ窓口として，各種情報の伝達等により，社外取締
役および社外監査役の職務執行を支援しております。 
・さらに，社外取締役および社外監査役に対しては，取締役会での審議の充実を図るため，取締役会資料の事前配付および説明，関連する情報
の提供等を行うほか，就任時における当社事業等の説明，当社事業所の視察や代表取締役との対話・懇談など，当社の業務内容を理解するた
めの機会を随時提供しており，今後もこうした取組みを継続してまいります。 

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

　取締役会は社外取締役２名を含む１５名で構成され，原則として毎月１回開催し，経営に関する重要な計画をはじめ，当社の業務執行の重要事
項を決定するとともに，取締役からの業務執行状況の報告および取締役の職務の執行について相互に監督しております。また，経営と執行の役
割分担をより明確に区分し，迅速かつ機動的な業務執行を図るため，社長執行役員，副社長執行役員，常務執行役員（以下，あわせて「役付執
行役員」という）が業務執行を担う体制としております。役付執行役員により構成される経営会議を原則として毎週開催し，取締役会で定められた
経営の基本方針に基づき，全般的な業務運営の方針および計画ならびに重要な業務の執行について，協議しております。 
　さらに，カンパニー制を導入し，「発電・販売カンパニー」「送配電カンパニー」「原子力本部」「ビジネスサポート本部」の各カンパニー・本部によ
り，自律的な業務の展開を図るなど，適正かつ効率的な業務プロセスの構築を推進しております。 
 
　当社は，監査役制度を採用しており，監査役５名のうち３名が社外監査役であります。 
　社外監査役は，一般株主と利益相反が生じるおそれのない独立性を有しており，経済界等での豊富な経験や卓越した見識を有しております。 
　監査役は，取締役会や経営会議等重要な会議に出席するとともに，重要な書類の閲覧や事業所の業務および財産の状況の調査等を実施し，
取締役の職務の執行および内部統制システムの整備・運用状況などに関する監査の充実に努めております。また，内部監査部門である考査室，
ネットワーク考査室および原子力考査室，ならびに会計監査人と定期的に情報交換などを行うとともに，関係会社監査役との連携を強化するな
ど，監査効果を一層高めるよう努めております。 
　なお，監査役の職務を補助するための専任組織として，監査役室（人員１１名により構成）を設置しております。 
 
　会計監査人には新日本有限責任監査法人を選任しており，随時情報提供と確認を行い，適正な会計処理に努めております。 
　会計監査業務を執行した公認会計士は，関口茂氏，佐藤森夫氏，有倉大輔氏の３名であります。会計監査業務に係る補助者は，公認会計士６
名，その他１４名であります。 
　また，法令遵守を意識した経営に努め，法律上の判断が必要な際に顧問弁護士に確認できる体制としております。 
 
　当社は，考査室およびネットワーク考査室が業務全般にわたり，組織制度や管理体制の有効性・妥当性，業務運営の経済性・効率性や設備保
安活動の有効性・効率性等に係る内部監査などを実施し，原子力考査室が原子力発電の安全性の確保と信頼性向上に係る内部監査を実施して
おります。内部監査は，対象個所（本店，発電所，営業所など）からの聞き取り，書類の調査および現場確認などの方法により実施しております。 
　内部監査結果は，社長執行役員，経営会議および取締役会に報告するとともに，改善を要する問題点等について，関係部門に改善措置を促し
ております。また，内部監査計画および内部監査結果について監査役に対し説明を行うとともに，定期的に情報交換を行い，連携の強化に努めて
おります。 
　なお，考査室および原子力考査室は，各執行機関より独立し，社長執行役員に直属した組織形態となっており，両室合わせて１９名により構成さ
れております。また，ネットワーク考査室は，送配電カンパニーの組織でありますが，指揮命令は社長執行役員に直属しており，６名により構成さ
れております。 
 



　取締役・監査役候補者の指名，報酬決定の方針，手続については，それぞれ本報告書の「１．１．基本的な考え方」－【コーポレートガバナンス・
コードの各原則に基づく開示】－【原則３－１　情報開示の充実】－「（４）取締役会が経営陣幹部の選任と取締役・監査役候補の指名を行うに当
たっての方針と手続」および「（３）取締役・監査役の報酬を決定するに当たっての方針と手続」に記載しておりますので，ご参照ください。  

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

　当社は，電気事業を営む会社に求められる実効性ある経営体制を構築することおよび取締役会における実質的な議論を確保するために必要
かつ適切な人数で取締役会を構成することを基本としており，取締役の員数は定款において１８名以内とする旨を定めております。 
　また，ライフラインである電力を扱う企業として，専門性が高く幅広い業務領域を有するという電気事業の特性等を踏まえ，技術的な専門性や現
場での経験を踏まえた実務能力等も考慮して，専門知識や経験等が異なりかつ各分野に精通した取締役と，企業経営などに基づく実践的な経験
と社会・経済動向等に関する高い識見を基に，取締役会での適切な意思決定および経営監督の実現を図ることができる独立社外取締役で取締
役会を構成することで，取締役会全体として知識，経験，能力のバランスおよび多様性を確保するとともに，効率的な事業遂行と適切な経営管理
に努めております。 
　このような考えのもと，現在は，電気事業や当社の各分野の業務に精通した社内取締役１３名と豊富な経験と卓越した識見を有する社外取締役
２名の計１５名で取締役会を構成しております。 
　また，経営監視機能の客観性および中立性を確保する観点から，監査役５名のうち，社外監査役を３名としております。 
 
　加えて，代表取締役と監査役の定期的な会合，監査役の取締役会や経営会議等重要な会議への出席，監査役と内部監査部門である考査室，
ネットワーク考査室および原子力考査室，ならびに会計監査人との定期的な情報交換，監査役による事業所等の業務状況調査等を通じて，監査
役が取締役へ意見を述べる機会を設けております。 
 
　さらには，代表取締役による定例の記者会見，取締役出席による株主・個人投資家向けの説明会の開催，各種媒体を通じた情報発信と意見集 
約ツールの整備，管内に配置している当社事業所による株式案内業務の実施等，株主さまの意見を直接当社経営に生かす仕組みなども取り入 
れることにより，コーポレート・ガバナンスの充実に努めております。 



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送
・法定期限前に招集通知を発送 
（平成２９年実績：６月６日発送［株主総会開催日は６月２８日］）

集中日を回避した株主総会の設定 ・平成２９年度は，集中日前日の６月２８日に株主総会を設定

電磁的方法による議決権の行使 ・当社指定の議決権行使サイトにて行使可能

議決権電子行使プラットフォームへの参
加その他機関投資家の議決権行使環
境向上に向けた取組み

・株式会社ＩＣＪが運営する機関投資家向け議決権電子行使プラットフォームを利用

招集通知（要約）の英文での提供 ・議決権電子行使プラットフォームに，狭義の招集通知と株主総会参考書類の英文を掲載

その他
・株主さまへの早期情報提供および議決権行使の円滑化の観点から招集通知発送前に，招
集通知を東京証券取引所および自社のホームページに掲載 
・株主総会後，議決権行使結果について自社ホームページに掲載

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明
代表者自身
による説明

の有無

ディスクロージャーポリシーの作成・公表

当社では，株主・投資家等の資本市場関係者との建設的な対話を円滑に促進
する観点から，「ディスクロージャーポリシー」を策定し，ホームページに掲載し
ています。ＵＲＬは次のとおりです。 
http://www.tohoku-epco.co.jp/ir/disclosure/index.html

個人投資家向けに定期的説明会を開催
当社では，個人投資家の方々を対象に，当社概要や経営計画等に関する説
明会を適宜開催しており，ＩＲ担当役員等が説明者となっています。

あり

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

当社では，アナリスト・機関投資家の方々を対象とした決算説明会（５月，１１
月）を開催しており，取締役社長　社長執行役員またはＩＲ担当役員が説明者と
なっています。

あり

海外投資家向けに定期的説明会を開催 海外において，主要な外国人機関投資家への個別訪問を実施しています。 あり

IR資料のホームページ掲載

当社では，決算短信，有価証券報告書・四半期報告書，アニュアルレポート，
決算説明会資料，株主総会招集通知などをホームページに掲載しています。 
 
ＵＲＬは次のとおりです。 http://www.tohoku-epco.co.jp/ir/index.html

IRに関する部署（担当者）の設置
（担当役員）取締役副社長　副社長執行役員　岡信　愼一 
（担当部署）経理部ＩＲグループ

その他



当社では，ホームページや説明会による的確な情報開示，また，経営層による
投資家との意見交換など，精力的にＩＲ活動に取り組んでいます。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの
立場の尊重について規定

・当社は，「東北電力グループＣＳＲ方針」および「東北電力グループ行動指針」（平成２９年１月
制定）において，お客さま，地域の方々，株主・投資家のみなさま，お取引先の方々に対する東
北電力グループ従業員ひとりひとりの行動規範を規定しております。

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

［当社のＣＳＲに対する取組み] 
 
・当社は，東北電力グループの事業活動全てがＣＳＲに関わるという認識のもと，社長執行役員
を議長とする「ＣＳＲ推進会議」を設置し，「東北電力グループＣＳＲ方針」および「東北電力グ
ループ行動指針」（平成２９年１月制定）を定め，東北電力グループが一体となって，安全の確
保，環境への配慮，企業倫理・法令遵守を基盤に，ＣＳＲを推進しています。 
 
・当社のＣＳＲに関する取組みについては，毎年，「東北電力ＮＯＷ　ＣＳＲレポート」を発行し，ス
テークホルダーのみなさまに情報提供しております。 
 
・環境活動については，毎年，環境行動計画を策定し，評価・見直しを行うとともに，東北電力グ
ループの環境活動の取組み状況や詳細データを中心に取りまとめた「環境行動レポート」を公
表しております。

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

・「東北電力グループＣＳＲ方針」および「東北電力グループ行動指針」（平成２９年１月制定）に
おいて，ステークホルダーに対する説明責任を果たし，的確な情報開示に努めていくことを規定
しております。

その他

［女性の活躍の方針・取組み等］ 
 
当社では，女性の活躍促進に向け，計画的な人材育成の推進と職域の拡大，性別を問わない
積極的な管理職登用に取り組むとともに，働き方やキャリア形成のあり方に係る社内研修など
の啓発活動を実施しております。 
 
平成２８年３月には，さらなる女性の活躍推進に向け「女性の職業生活における活躍の推進に
関する法律」に基づき「一般事業主行動計画」を策定し，「平成３２年３月末までに，女性管理職
数を平成２７年度期首比で２倍以上とする」という目標を掲げ，以下の取組みを行っております。 
（１）女性社員のキャリア形成支援に向けた研修や交流会の実施など女性社員に対する取組み 
（２）女性社員の育成に向けた管理職に対する取組み 
（３）男性社員の育児・家事参加への意識啓発など「仕事と家庭の両立支援制度」を利用しやす
い職場風土の醸成に向けた取組み 
 
また，ワーク・ライフ・バランス実現のため，ゆとりある育児休職・育児支援期間を設定するなど，
女性が働きやすい環境づくりを目指して各種勤務制度の整備・充実を図っており，平成２０年お
よび２７年には，次世代育成支援対策推進法に基づく次世代育成支援企業としての認定を受け
ております。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

１．業務の適正を確保するための体制に関する基本方針 
 
（１）取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制 
　当社は，社会の一員として，法令および定款に適合し，公正・透明かつ効率的に事業活動を推進し，社会的責任を果たす。 
　取締役会を，原則として毎月１回開催する。取締役会では，経営に関する重要な計画をはじめ，当社の業務執行の重要事項を決定するととも
に，取締役から業務執行状況の報告を受ける。また，取締役の職務の執行につき相互に監督する。 
　経営と執行の役割分担をより明確に区分し，社長執行役員，副社長執行役員，常務執行役員（以下，あわせて「役付執行役員」という）が業務執
行を担う。役付執行役員により構成される経営会議を原則として毎週開催し，取締役会決議に基づき，全般的な業務運営の方針および計画なら
びに重要な業務の執行について協議する。 
　東北電力グループＣＳＲ方針および東北電力グループ行動指針を策定し，取締役は本方針・指針を率先垂範するとともに，その精神の徹底に努
める。また，社長執行役員を委員長とする企業倫理・法令遵守委員会を設置するとともに，コンプライアンス推進担当役員を置き，事業活動におけ
る企業倫理・法令遵守を推進する。さらに，企業倫理相談窓口を開設し，相談者保護を図りながら相談案件等の調査を行う等適正に運用する。 
　なお，反社会的勢力からの不当な介入や要求に対しては，関連する社内規程等に基づき，毅然として対応する。 
　内部監査部門を設置して，当社業務の有効性・効率性および企業倫理・法令遵守を確保するため内部監査を実施し，その結果を社長執行役員
に報告するとともに経営会議および取締役会に報告する。 
 
（２）取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制 
　取締役の職務の執行に係る文書，電磁的情報その他の情報について，社内規程に基づき，適切に管理・保存し，必要に応じて取締役が閲覧で
きるものとする。 
 
（３）損失の危険の管理に関する規程その他の体制 
　当社は，当社の業務執行に係るリスクについて，その内容に応じて，関連する社内規程に基づき，各部門または社内会議体等を活用する等，適
切に対応する。 
　定期的に事業活動に係るリスクの抽出・評価を行い，経営に重大な影響を及ぼすおそれのあるリスクについては，その対策等を毎年度の各部
門が策定する事業計画に織込み，管理サイクルの中でリスク管理を実践する。 
　自然災害および原子力災害等に係るリスクについては，社内規程を定めるとともに，災害を想定した訓練を行う等，リスク発生に備える。原子力
発電所の自主的かつ継続的な安全性向上について，社内委員会を設置し，定期的に安全性の評価・分析，リスク低減に向けた対応策等を検討
し，適切に対応する。 
　卸電力取引等に起因する市場リスク管理等を行うための社内委員会，ならびに，国内外での不測の事態に備えた危機の未然防止とリスクが現
実化した際の被害の最小化を目的とする社内委員会をそれぞれ設置し，これらのリスクに適切に対応する。 
　リスク管理の状況については，必要に応じて，経営会議等に報告する。 
 
（４）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 
　役付執行役員は，取締役会決議に基づき，当社の業務執行を行う。その際，経営環境の変化に迅速に対応するため，経営会議や社内会議体
を活用する等，効率的な業務執行を行う。 
　役付執行役員は，その職務の執行を効率的に行うため，次の措置を講じる。 
ａ．経営理念・経営の方向性を使用人に徹底するとともに，経営に関する重要計画のほか，各種計画を策定し，業務執行における重点施策，目標
を明確化するとともに，実施結果の評価を行う。 
ｂ．業務執行は，組織および職務権限に関する規程に基づき，所定の手続きを経て行う。 
ｃ．取締役会等諸会議における報告，使用人との意見交換，お客さまをはじめとする当社に関わりのある皆さまとの接触等により，経営に関わる
情報を収集し，職務の執行に反映する。 
 
（５）使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制 
　使用人は，役付執行役員の指揮命令のもと，東北電力グループＣＳＲ方針および東北電力グループ行動指針等の規範を遵守し，組織および職
務権限に関する規程に基づき，職務の執行を行う。使用人の職務の執行は，業務執行の決定手続きや報告等を通じて，取締役の監督を受ける。 
 
　ＣＳＲ推進会議の下，企業グループが一体となったＣＳＲを推進する。 
 
　企業倫理・法令遵守委員会の下，各室部店所単位に設置された企業倫理責任者および企業倫理推進担当者を中心に，東北電力グループ行動
指針の徹底，教育・啓発活動等を行い，事業活動における企業倫理・法令遵守を推進する。また，企業倫理相談窓口を開設し，相談者保護を図り
ながら相談案件の調査を行う。こうした取り組みについて企業倫理・法令遵守委員会および取締役会へ定期的に報告する。 
 
（６）当社および子会社から成る企業グループにおける業務の適正を確保するための体制 
ａ．子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制 
　当社は，企業グループにおける業務が適正かつ効率的に行われるよう社内規程を定め，グループ会社各社に対し，重要事項について事前協議
および報告を求め，指導・助言を実施する。 
ｂ．子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制 



　当社は，社内規程を定め，グループ会社各社に対し，経営に関する重要な計画を策定させるとともに，主要な会社から定期的に計画の進捗状
況の報告を受け，各社におけるリスクについて把握する。 
　当社は，グループ会社各社に対し，事前協議および報告を通じて把握した各社の重要なリスクへの対応について，指導・助言を実施する。 
　また，グループ会社各社における重大なリスクの発生および企業倫理・法令違反について，経営会議等に報告する。 
ｃ．子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 
　当社は，企業グループ経営に関する重要計画の周知や企業グループ全体の経営会議の開催，効率化施策の共同実施等，企業グループ経営を
推進する。 
　当社は，グループ会社各社に対し，業務執行にあたっては，社内会議体を活用する等効率的に行うとともに，組織および職務権限に関する規程
に基づき，所定の手続きを経て業務執行を行うよう，適宜，指導・助言を実施する。 
ｄ．子会社の取締役等および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制 
　当社は，グループ会社各社に対し，東北電力グループＣＳＲ方針および東北電力グループ行動指針を踏まえて各社の行動指針を策定する等，
法令と法の精神の遵守を徹底するよう，適宜，指導・助言を実施する。 
　また，当社は，東北電力グループ企業倫理・法令遵守活動方針を定め，企業グループ一体となった活動を実施するとともに，各社の企業倫理・
法令遵守の担当責任者に対する指導・助言等により企業倫理・法令遵守の徹底を図る。 
　当社の企業倫理相談窓口は，グループ会社各社の取締役，監査役および使用人からの相談も受け付ける。また，相談案件の処理状況を企業
倫理・法令遵守委員会および取締役会に報告する。 
ｅ．その他当社および子会社から成る企業グループにおける業務の適正を確保するための体制 
　内部監査部門は，グループ会社各社における内部監査の状況を勘案し，主要な会社については必要に応じて直接内部監査を実施し，その結果
を社長執行役員に報告するとともに経営会議および取締役会に報告する。 
 
（７）監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項 
　監査役を補助することを職務とする組織を設置し，専属の使用人を置く。 
 
（８）監査役の職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性に関する事項 
　監査役を補助する組織の職務は監査補助に限定し，同組織に所属する使用人を監査補助以外の業務には従事させない。 
　　 
（９）監査役の職務を補助すべき使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項　 
　監査役を補助する組織に所属する使用人は監査役の直轄下に置き，同組織に所属する使用人の人事に関しては，事前に監査役と協議する。 
 
（１０）監査役への報告に関する体制 
ａ．取締役および使用人が監査役に報告をするための体制 
　取締役および使用人は，当社の業務執行上重要と判断した事項について，監査役に報告する。 
　取締役および使用人は，監査役が監査のために報告を求めた場合にはこれに応じる。 
　また，企業倫理相談窓口に対する取締役および使用人による相談案件の概要について，監査役に報告する。 
ｂ．子会社の取締役，監査役および使用人またはこれらの者から報告を受けた者が監査役に報告をするための体制 
　当社の取締役および使用人は，グループ会社各社における重大なリスクの発生および企業倫理・法令違反について，監査役に報告する。 
　また，当社の企業倫理相談窓口に対するグループ会社各社の取締役，監査役および使用人による相談案件の概要について，監査役に報告す
る。 
 
（１１）監査役へ報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制 
　当社は，監査役へ報告した者に対して，報告したことを理由として不利な取扱いを行わない。 
　また，グループ会社各社に対し，監査役へ報告した者に対して，報告したことを理由として不利な取扱いを行わないよう，徹底する。 
 
（１２）監査役の職務の執行について生ずる費用の前払または償還の手続その他の当該職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係
る方針に関する事項 
　監査役がその職務の執行に伴い生ずる費用を請求するときには，当該請求に係る費用が職務の執行に必要がないと判断される場合を除き，こ
れに応ずる。 
 
（１３）その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 
　監査役は，取締役会のほか，経営会議等重要な諸会議に出席するとともに，当社が保存・管理する資料等を閲覧することができる。 
　代表取締役と監査役とは，経営環境や重要課題等について相互に認識を深めるため，定期的に会合を持つ。 
　監査役の監査成果を高めるため，内部監査部門は，内部監査の結果を監査役に情報提供する。 
 
 
２．内部統制システムの整備状況 
　諸規程の整備や，諸会議体・内部監査部門組織・監査役補助組織の設置等を行っており，上記基本方針を実行し，検証するためのシステムは
整っている。 
 
巻末の参考資料「内部統制・コーポレートガバナンス模式図」をご覧ください。 

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況



（１）基本的な考え方 
　当社は「東北電力グループ行動指針」に則り「反社会的勢力に対し毅然として対応」し，不当要求等には一切応じないこととし，担当や部署のみ
の対応とせず，組織として対応を行うこととしている。 
 
（２）反社会的勢力排除に向けた整備状況 
a．反社会的勢力への対応総括個所は総務部，不当要求防止責任者は総務部長とする。 
b．各地域において，警察，暴力追放運動推進センター，特殊暴力対策連絡協議会等，各種暴力団排除組織や弁護士等外部専門機関との常日 
頃からの連携を通じ，有事の際の迅速・緊密な対応が図られるよう関係の構築を行っている。また，当該外部専門機関役員への就任要請に伴う 
対応等，連携強化を図っている。 
c．反社会的勢力に関する情報について，対応個所より当該個所を管轄する個所を通じて総務部等関係個所に情報提供を行い，情報の共有化な
らびに連携を図っている。 
d．反社会的勢力からの不当な介入や要求に対し毅然として対応するため，反社会的勢力対応マニュアルを制定している。 
e．反社会的勢力排除に関し，警察に講師を依頼するなどの実践的な社内研修会を定期的に開催し対応力強化を図っている。また，外部専門機 
関等の社外研修・講習会についても積極的に参加している。



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

――― 

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

（適時開示体制の概要） 
　当社は，「内部者取引管理基準」（社内基準）において，投資判断に重要な影響を与える会社情報の管理と開示について，その概要を以下のと 
おり定め，適切な運用に努めているところであります。 
　また，当社は，開示すべき会社情報については，投資者のみならず，お客さま，地域のみなさま，株主のみなさまなど社会の様々な方々に対し 
ても情報を公開しております。 
 
１．会社情報の管理体制 
（１）証券取引所が定める情報取扱責任者には，総務部長を選任し，適時開示全般に係る業務を行っております。 
（２）情報管理責任者には，本店部長等を選任し，投資判断に重要な影響を与えると予想される会社情報が決定または発生した場合，当該会社情
報の適正な管理を行うとともに，その開示・公表前に情報取扱責任者に報告を行うこととしております。 
（３）子会社に係る情報で，投資判断に重要な影響を与えると予想される情報が決定または発生した場合，当該子会社から当社グループ事業推
進部長が報告を受け，情報取扱責任者に報告を行うこととしております。 
 
２．会社情報の開示体制 
（１）情報取扱責任者は，報告を受けた会社情報（子会社に係る情報を含む。）について，証券取引所に対する適時開示の必要性の有無を判断
し，必要な場合，適切な開示手続きを行うこととしております。なお，開示は，株式会社日本取引所グループが運営する適時開示情報伝達システ
ムであるＴＤｎｅｔを利用して行っております。 
（２）開示した情報は，報道機関への公表を行うとともに，当社ホームページにも掲載するなど情報公開に努めております。 
 
 
巻末の参考資料「適時開示体制模式図」をご覧ください。 



【参考資料：内部統制・コーポレートガバナンス模式図】 

 

【参考資料：適時開示体制模式図】 
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